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業務の適正を確保するための体制および運用状況（概要）
（1）内部統制システムの基本方針

業務の適正を確保するための体制の整備についての決議（内部統制システムの基本方針）に
ついては、以下のとおりであります。

①業務運営の基本方針
当社では、以下の経営理念を経営の拠り所とします。

【経営理念】
会社の永遠の発展を追求し、地球環境との調和を図りながら適正な利益を確保することによ

り、株主、ユーザー、従業員と共に繁栄する企業を目指して持続可能な社会づくりに貢献す
る。
これを実現するために、当社独自の技術と心のこもったサービスでユーザーの期待に応え、

誠意・創造性・迅速な対応・自然との調和をモットーに信頼される関東電化を築き上げる。
また、当社では、上記の経営理念を具体的行動に落とし込んだ以下の「行動指針」を日ごろ

の業務運営の指針とします。
【行動指針】
・お客様第一を常に考え、礼儀正しく、情熱をもって行動しよう
・法令、社内規程を遵守し、公明正大に行動しよう
・５Ｓ・ＰＤＣＡを実行し、安全で働きやすい職場環境をつくりあげよう
・自己の研鑽と後進の育成に努め、仕事のプロフェッショナルを目指そう
・創造的な技術でお客様が安心して使用できる製品を創り出そう
・持続可能な社会づくりのため、地球環境の保全・調和に積極的に取り組もう

②取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
当社は、コンプライアンス全体を統括する組織として、社長を委員長とし、社外弁護士も参

加する「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置します。また、化学メーカーとして重
要な課題である「安全・環境」関係の法令等については、それを専管する組織として、社長を
議長とする「ＲＣ推進会議」を設置します。
コンプライアンスの推進については、「関東電化工業グループ コンプライアンス・マニュア

ル」を制定し、役員および社員等が、それぞれの立場でコンプライアンスを自らの問題として
とらえ業務運営にあたるよう、研修等を通じ、指導します。
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当社は、相談・通報体制を設け、役員および社員等が、社内においてコンプライアンス違反
行為が行われ、または行われようとしていることに気がついたときは、法務・総務部長、常勤
監査役または社外弁護士等に通報（匿名も可）しなければならないと定めます。会社は、通報
内容を秘守し、通報者に対して、不利益な扱いを行いません。取引先等外部からコンプライア
ンスについての通報を受けた場合の連絡体制も整備します。
当社は、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、同勢力からの不当要求を断固とし

て拒絶していきます。
当社は、社長直属の内部監査室を設け、業務全般の内部監査を行っていきます。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、安全・環境リスクを専管する組織として、社長が議長である「ＲＣ推進会議」を設

けます。下部組織として、「安全環境保安委員会」「品質保証委員会」「物流安全委員会」を設
け、担当部門が専門的な立場から、安全・衛生面、環境面、製品安全面、物流面での監査を行
います。また、各工場において、労働安全衛生マネジメントシステムの認証を受け、労働安全
に取り組んでいきます。
当社は、リスク管理全体を統括する組織として「コンプライアンス・リスク管理委員会」を

設け、有事においては、社長を本部長とする「緊急対策本部」が統括して危機管理にあたりま
す。
なお、当社は、平時においては、各部門において、その有するリスクの洗い出しを行い、そ

のリスクの軽減等に取り組むとともに、有事においては、「有事対応マニュアル」に従い、会
社全体として対応します。

④財務報告の適正性を確保するための体制
当社は、財務報告に係る内部統制について、取締役会が定める財務報告の基本方針に基づ

き、各部門において関係する規程や業務文書等を整備するとともに、内部監査室が独立の立場
からその評価を行っていきます。
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⑤取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況

の監督等を行います。取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させるため、当社業務を執
行する取締役・執行役員が出席する経営会議を毎月１回開催し、業務執行に関する基本的事項
および重要事項に係る意思決定を機動的に行います。また、取締役等をメンバーとする業務推
進会議を設け、絞り込んだテーマについて、時間をかけて議論を行います。
業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ中期経営計画および各年度予算を立案し、

全社的な目標を設定します。各部門においては、その目標達成に向け具体策を立案・実行しま
す。
なお、変化の激しい経営環境に機敏に対応するため、取締役の任期を１年とします。あわせ

て、業務の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、取締役会のチェック機能を強化する
ため、執行役員制を採用します。

⑥取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
当社は、法令・社内規程に基づき、文書等の保存を行います。
また、情報の管理については、情報セキュリティに関するガイドライン、個人情報保護に関

する基本方針を定めて対応します。

⑦当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制
当社は、コンプライアンスをはじめとする内部統制方針等を当社企業グループにおいて共有

化します。また、当社は、当社企業グループ各社にコンプライアンス推進担当者を置くととも
に、コンプライアンス・リスク管理委員会がグループ全体のコンプライアンスを統括・推進す
る体制とします。あわせて、グループ共通の「関東電化工業グループ コンプライアンス・マ
ニュアル」を策定するとともに、相談・通報体制の範囲をグループ全体とします。
関連会社の経営については、関係会社管理規程に基づき、その自主性を尊重しつつ、事業内

容の定期的な報告と重要案件についての事前協議を行います。また、当社は、当社企業グルー
プ各社に対して役員を派遣し、グループ各社の業務運営状況や内部統制状況等を確認します。
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⑧監査役の職務を補助すべき使用人およびその使用人の取締役からの独立性に関する事項
現在、監査役の職務を補助すべき使用人はいませんが、必要に応じて、監査役の業務補助の

ため監査役スタッフを置くこととし、その人事については、取締役と監査役が意見交換を行い
ます。

⑨監査役への報告体制およびその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体
制
監査役は、代表取締役と定期的な会合を持ち、意見交換を行います。また、監査役は、内部

監査室等の内部監査部門および当社の会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人から会計
監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図っていきます。
当社および当社企業グループ各社の役員および社員等は、会社に著しい損害を及ぼすおそれ

のある事実があることを発見したときは、法令に従い、直ちに監査役に報告します。また、当
社および当社企業グループ各社は、その報告を行った者に対して不利益な取扱いは行いませ
ん。
常勤監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するた

め、コンプライアンス・リスク管理委員会や経営会議などの重要な会議に出席するとともに、
主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人
にその説明を求めることとします。
当社は、監査役がその職務の執行について必要な費用の前払いまたは償還等の請求をしたと

きは、速やかに当該費用または債務を処理します。
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（2）内部統制システムの運用状況（概要）
当社の内部統制は、内部統制システムの基本方針に従い、以下のとおり運用されています。

経営理念を経営の拠り所、行動指針を日ごろの業務運営の指針としておりますが、教育も適
宜実施しています。
コンプライアンスについては、「コンプライアンス・リスク管理委員会」「ＲＣ推進会議」を

定期的に開催し、内部通報の状況を含めてその内容を取締役会に報告しています。
損失の危険の管理については、「ＲＣ推進会議」が中心となって、安全・環境のリスク管理

を行っています。その他のリスクも含めて、リスク全体を「コンプライアンス・リスク管理委
員会」が統括しています。
財務報告の適正性については、会計監査人と適切に連携しながら、内部監査室が独立の立場

から評価を行っており、その結果を取締役会に報告しています。
取締役の職務の執行の効率性については、執行役員制を導入するとともに、取締役会、経営

会議等各種会議の目的・役割・参加メンバーを適切に設定し、効率的な業務運営を行っていま
す。また、予算に基づき業績をトレースしています。
情報の保存管理については、社内規程に基づき、適切に対応しております。
当社企業グループ各社の経営については、業務内容を定期的に報告させるとともに、取締役

会に当社役員等を派遣し業務運営の適正性を確認しております。また、監査役、内部監査室が
監査等を行っています。
監査役の職務を補助すべき使用人については、専任者はおりませんが、関係部門が連携して

監査役の職務を補助しております。
監査役の監査の実効性確保については、監査上必要な情報は監査役に適切に提供されており

ます。また、監査役は、内部監査室や会計監査人と情報を共有化するとともに、代表取締役と
適宜意見交換しております。
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連結株主資本等変動計算書
（2023

2024
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
2023年４月１日 残高 2,877 1,859 58,486 △65 63,157
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △1,725 △1,725
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 ( △ ) △4,610 △4,610

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 − − △6,336 △0 △6,336
2024年３月31日 残高 2,877 1,859 52,149 △66 56,821

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

2023年４月１日 残高 2,512 1,534 275 4,323 1,293 68,774
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △1,725
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 ( △ ) △4,610

自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 1,427 867 567 2,861 278 3,140

連結会計年度中の変動額合計 1,427 867 567 2,861 278 △3,196
2024年３月31日 残高 3,939 2,402 843 7,185 1,572 65,578
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連 結 注 記 表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 ７社

連結子会社の名称 関電興産㈱ ㈱上備製作所 ㈱関東電化ファインテック 関東電化KOREA㈱
台灣關東電化股份有限公司 関東電化ファインプロダクツ韓国㈱ 宣城科地克科技有限公司

（2）非連結子会社名 関東電化産業㈱ ㈱群馬鉄工所 カンデン水島産業㈱ カンデン渋川産業㈱
科地克（上海）貿易有限公司

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分
に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用の非連結子会社はありません。また、関連会社はありません。
持分法を適用しない非連結子会社
関東電化産業㈱ ㈱群馬鉄工所 カンデン水島産業㈱ カンデン渋川産業㈱ 科地克（上海）貿易有限公司

持分法を適用しない理由
持分法を適用しない非連結子会社は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても
重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

３．連結子会社の事業年度に関する事項
関東電化KOREA㈱、台灣關東電化股份有限公司、関東電化ファインプロダクツ韓国㈱及び宣城科地克科技有限公司の決算日
は12月31日であります。連結計算書類を作成するにあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた
重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法を採用しております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

②棚卸資産
商品及び製品・仕掛品・原材料及び貯蔵品
主として月別移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を採用して
おります。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は主として定額法を採用しておりますが、精密化学品事業部門の「機械装置」は定率法を採用し
ております。また在外連結子会社は、主として定額法を採用しております。

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
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③リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②役員賞与引当金
役員賞与の支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

③役員退職慰労引当金
連結子会社の役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく基準額を計上しております。

④役員株式給付引当金
株式交付規程に基づく、取締役（社外取締役を除く）への当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式
給付見込額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）に
よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理することとしております。過去勤務費用につ
いては、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により、費用処理するこ
ととしております。

（5）収益及び費用の計上基準
①製品及び商品の販売

基礎化学品事業、精密化学品事業、鉄系事業においては、製品の製造及び販売を行っており、主な履行義務は、顧客に対
して製品を引き渡す義務であります。国内取引については、製品の納品時に製品の支配が顧客に移転すると判断していま
すが、出荷時から納品時までの期間が通常の期間であるため、重要性等に関する代替的な取扱いを適用し、原則として出
荷時に収益を認識しております。輸出販売は、インコタームズ等に定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転
する時点で履行義務が充足されると判断し、当該履行義務の充足時点で収益を認識しております。
また、商事事業では、主に商品の販売を行っております。主な履行義務は、顧客に対して商品を引き渡す義務であり、顧
客との契約に基づき、商品の納品時点で履行義務が充足されると判断し、当該履行義務の充足時点で収益を認識しており
ます。なお、商品の販売のうち、当社グループが代理人に該当すると判断したものについては、顧客から受け取る額から
仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。

②工事契約等
設備事業における工事契約等に関しては、顧客との契約に基づき工事を行い、完成した設備等を顧客に引き渡す履行義務
を負っており、財又はサービスに対する支配が契約期間にわたり顧客に移転することから、一定の期間にわたり収益を認
識しております。発生した原価が履行義務の充足における進捗度に比例すると判断しているため、見積総原価に対する実
際原価の割合(インプット法)に基づき、進捗度を測定しております。
なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回
収することが見込まれる場合には、一定の期間にわたり充足される履行義務について原価回収基準により収益を認識して
おります。

（6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場によ
り円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。
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会計上の見積りに関する注記
(固定資産の減損)
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

減損損失 4,262百万円
有形固定資産 49,042百万円
無形固定資産 752百万円

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①算出方法
当社グループは事業用資産については事業ごとにグルーピングを行い、減損損失の兆候の有無の確認を行っております。
減損の兆候がある資産及び資産グループについては、事業ごとの事業計画に基づき割引前将来キャッシュ・フローを見積
り、減損損失の認識の要否を判定しております。
当連結会計年度において精密化学品事業セグメントの電池材料について、減損の兆候である経営環境の著しい悪化が認めら
れたため、減損損失の認識の判定を行った結果、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がそ
の帳簿価額を下回ったため、減損損失を認識し、当該資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を電
池材料で4,247百万円を減損損失として特別損失に計上しております。なおそれ以外の処分予定資産で15百万円を減損損失
として特別損失に計上しており、連結計算書類に計上した減損損失は合計4,262百万円となっております。

②主要な仮定
当該事業から得られる割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、事業ごとの事業計画を基礎としており、その主要な仮定
は将来の販売数量及び割引率であります。

③翌連結会計年度の計算書類に与える影響
減損損失の認識に当たっては、将来の収益性等を慎重に検討しておりますが、将来において経営・市場環境の変化等により
将来キャッシュ・フローの見積り額の前提とした事業計画に重要な未達の発生、または将来の不確実性が増した場合、翌連
結会計年度の連結計算書類において追加の減損損失が発生する可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
１．非連結子会社に対するもの

投資有価証券（株式） 103百万円
投資その他の資産
その他（出資金） 70百万円

２．担保資産及び担保付債務
（1）担保に供している資産

建物及び構築物 7,710百万円
機械装置及び運搬具 10,011百万円
土地 1,331百万円
有形固定資産の「その他」 2,811百万円
投資有価証券 903百万円
計 22,768百万円

（2）担保付債務
短期借入金 622百万円
１年内返済予定の長期借入金 3,222百万円
長期借入金 1,994百万円
計 5,838百万円

３．有形固定資産の減価償却累計額 97,815百万円
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４．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行とコミットメントライン（特定融資枠）契約を締結しておりま
す。
この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントライン契約の総額 3,000百万円
借入実行残高 −百万円
差引額 3,000百万円

連結損益計算書に関する注記
減損損失
当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失額

渋川工場
(関東電化工業㈱)

電池材料製造設備等 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、
その他 72百万円

処分予定資産 機械装置及び運搬具、その他 15百万円

水島工場
(関東電化工業㈱) 電池材料製造設備等 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、

その他、建設仮勘定 4,174百万円

当社グループは管理会計上の区分を基礎として、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位ごとにグルーピングを行っ
ております。また処分予定資産については、個別にグルーピングを行っております。
当連結会計年度において、経営環境の悪化に伴い収益性の低下した電池材料製造設備等及び処分予定資産について、帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該減少額を特別損失として電池材料製造設備等で4,247百万円、処分予定資産で15百万円、合計4,262
百万円計上しております。
その内訳は、建物及び構築物312百万円、機械装置及び運搬具876百万円、その他511百万円、建設仮勘定2,562百万円でありま
す。
電池材料製造設備等の回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを税引前割引率11.1%で割り引いて
算定しております。また、処分予定資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、零として評価しております。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 （単位：株）

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
発行済株式

普通株式 57,546,050 − − 57,546,050
合計 57,546,050 − − 57,546,050

自己株式
普通株式 93,137 70 − 93,207
合計 93,137 70 − 93,207

(注1)当連結会計年度末の自己株式には、株式給付信託が保有する当社株式70,545株が含まれております。
(注2)自己株式の増加70株は、単元未満株式の買取によるものであります。

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類 配 当 金 の 総 額
（百万円）

１ 株 当 た り
配 当 額 （円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年５月26日
取 締 役 会 普通株式 1,323 23.00 2023年３月31日 2023年６月30日

2023年11月10日
取 締 役 会 普通株式 402 7.00 2023年９月30日 2023年12月７日
(注1)2023年５月26日取締役会決議に基づく配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金１百万円が含

まれております。
(注2)2023年11月10日取締役会決議に基づく配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金０百万円が

含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年５月28日
取 締 役 会 普通株式 402 利益剰余金 7.00 2024年３月31日 2024年６月28日
(注)2024年５月28日取締役会決議に基づく配当金の総額には、株式給付信託が保有する当社株式に対する配当金０百万円が含
まれております。

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を金融機関より調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い
金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金等は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外
貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であります。
借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算日後５年であります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
顧客の信用リスクの管理は、販売管理規程に沿ってリスク低減を図っており、市場価格の変動リスクの管理は、投資有価証券
について四半期ごとに時価や発行体の財務状況等の把握を行っております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

（1）投資有価証券
その他有価証券 9,073 9,073 −

資産計 9,073 9,073 −
（1）長期借入金(※1) 35,894 35,681 △212
負債計 35,894 35,681 △212
デリバティブ取引(※3) (17) (17) −

(※1)１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。
(※2)「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債務」及び「短期借入金」

については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略し
ております。

(※3)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については ( )
で示しております。

（注）市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおり
であります。

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）
非上場株式 151

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象となる

資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
当連結会計年度(2024年３月31日)

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 9,073 − − 9,073

デリバティブ取引 − △17 − △17

資産計 9,073 △17 − 9,056
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（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融負債
当連結会計年度(2024年３月31日)

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金
(１年内返済予定の長期借入金を
含む)

− 35,681 − 35,681

負債計 − 35,681 − 35,681
(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時
価に分類しております。

デリバティブ負債
デリバティブ取引の時価は、取引先金融機関から提示された価格に基づいて算定しており、レベル２の時価に分類してお
ります。

長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む)
長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定しており、レベ
ル２の時価に分類しております。

収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 (単位：百万円)

報告セグメント
合計基礎化学品

事業
精密化学品
事業 鉄系事業 商事事業 設備事業

一時点で移転される財 8,836 51,253 1,813 698 − 62,602

一定の期間にわたり
移転される財 − − − − 2,165 2,165

顧客との契約から
生じる収益 8,836 51,253 1,813 698 2,165 64,768

外部顧客への売上高 8,836 51,253 1,813 698 2,165 64,768

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 ４．会計方針に関す
る事項 (5) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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３．当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産の残高等 (単位：百万円)

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 21,432

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 15,850

契約資産（期首残高） 258

契約資産（期末残高） 278

契約負債（期首残高） 1,716

契約負債（期末残高） −
契約資産は、設備事業における工事契約について期末日時点で完了しているが未請求の履行義務に係る対価に対する当社及び連
結子会社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社及び連結子会社の権利が無条件になった時点で顧客と
の契約から生じた債権に振り替えられます。
契約負債は、履行義務の充足による収益の計上に伴い、取り崩されます。
なお、契約資産、契約負債ともに個々の契約により支払条件は異なるため、通常の支払期限はありません。
また、当連結会計年度において、契約資産が20百万円増加した主な理由は、工事原価の発生状況によるものです。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価額の注記にあたって、実務上の便法を適用し、当初に予定され
る契約期間が１年以内の契約および知的財産のライセンス契約のうち売上高又は使用量に基づくロイヤリティについては、
注記の対象に含めていません。
残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

(単位：百万円)
当連結会計年度

１年以内 881

１年超２年以内 −

２年超 605

合計 1,487

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,114円07銭
１株当たり当期純損失 △80円25銭

(注)１株当たり純資産額の算定上、株式給付信託が保有する当社株式を、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含め
ております。また、1株当たり当期純損失金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお
ります。
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株主資本等変動計算書
（2023

2024
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準備金
資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

配 当
準備金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

2023年４月１日 残高 2,877 1,524 1,524 436 371 4,608 46,159 51,575 △65 55,910
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,725 △1,725 △1,725
当 期 純 損 失 ( △ ) △5,247 △5,247 △5,247
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 − − − − − − △6,973 △6,973 △0 △6,973
2024年３月31日 残高 2,877 1,524 1,524 436 371 4,608 39,185 44,601 △66 48,936

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2023年４月１日 残高 2,331 2,331 58,241
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,725
当 期 純 損 失 ( △ ) △5,247
自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 1,394 1,394 1,394

事業年度中の変動額合計 1,394 1,394 △5,579
2024年３月31日 残高 3,725 3,725 52,662
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個 別 注 記 表
重要な会計方針
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

①子会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

②その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法を採用しております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

（2）棚卸資産
商品及び製品・仕掛品・原材料及び貯蔵品

月別移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま
す。

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。ただし、精密化学品事業部門の「機械及び装置」は定率法を採用しております。
（2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づいてお
ります。

（3）リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）役員賞与引当金
役員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

（3）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づいて計上しておりま
す。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。
過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により、費用処理
することとしております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法に
より按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度より費用処理することとしております。

（4）役員株式給付引当金
株式交付規程に基づく、取締役（社外取締役を除く）への当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付
見込額を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準
製品の販売
基礎化学品事業、精密化学品事業、鉄系事業においては、製品の製造及び販売を行っており、主な履行義務は、顧客に対し
て製品を引き渡す義務であります。国内取引については、製品の納品時に製品の支配が顧客に移転すると判断しています
が、出荷時から納品時までの期間が通常の期間であるため、重要性等に関する代替的な取扱いを適用し、原則として出荷時
に収益を認識しております。輸出販売は、インコタームズ等に定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転する時
点で履行義務が充足されると判断し、当該履行義務の充足時点で収益を認識しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法
計算書類において、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の取扱いが連結計算書類と異なっております。個別貸
借対照表上、退職給付債務に未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を加減した額から、年金資産の額を控除した
額を退職給付引当金として計上しております。

会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

減損損失 4,262百万円
有形固定資産 30,071百万円
無形固定資産 405百万円

（2）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
連結注記表(会計上の見積りに関する注記)と同一のため、注記を省略しております。

貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建物 4,757百万円
構築物 2,976百万円
機械及び装置 11,129百万円
工具、器具及び備品 2,811百万円
土地 1,252百万円
投資有価証券 849百万円
計 23,777百万円

（2）担保に係る債務
短期借入金 602百万円
１年内返済予定の長期借入金 3,222百万円
長期借入金 1,894百万円

計 5,718百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 92,680百万円

３．保証債務
関係会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。
関東電化ファインプロダクツ韓国㈱ 2,823百万円
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４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 4,729百万円
短期金銭債務 4,486百万円

５．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行とコミットメントライン（特定融資枠）契約を締結しておりま
す。
この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

コミットメントライン契約の総額 3,000百万円
借入実行残高 −百万円
差引額 3,000百万円

損益計算書に関する注記
1．関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 17,329百万円
仕入高 9,501百万円

営業取引以外の取引高 564百万円

2．減損損失
当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失額

渋川工場
電池材料製造設備等 建物、構築物、機械及び装置、

車両運搬具、工具、器具及び備品 72百万円

処分予定資産 機械及び装置、工具、器具及び備品 15百万円

水島工場 電池材料製造設備等
建物、構築物、機械及び装置、
車両運搬具、工具、器具及び備品、
建設仮勘定

4,174百万円

当社は管理会計上の区分を基礎として、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位ごとにグルーピングを行ってお
ります。また処分予定資産については、個別にグルーピングを行っております。
当事業年度において、収益性の低下した電池材料製造設備等及び処分予定資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を特別損失として電池材料製造設備等で4,247百万円、処分予定資産で15百万円、合計4,262百万円計上しており
ます。
その内訳は、建物223百万円、構築物88百万円、機械及び装置875百万円、車両運搬具0百万円、工具、器具及び備品511百
万円、建設仮勘定2,562百万円であります。
電池材料製造設備等の回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを税引前割引率11.1%で割り引
いて算定しております。また、処分予定資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、零として評価しておりま
す。

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 93千株
（注）普通株式には、株式給付信託が保有する当社株式70千株が含まれております。
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の明細

繰延税金資産
退職給付引当金 662百万円
未払費用 213百万円
未払事業税 5百万円
棚卸資産評価損 1,077百万円
投資有価証券評価損 122百万円
減価償却超過額 951百万円
減損損失 1,576百万円
事業構造改善費用 29百万円
その他 107百万円
繰延税金資産小計 4,747百万円
評価性引当額 △1,023百万円
繰延税金資産合計 3,724百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △1,339百万円
繰延税金負債合計 △1,339百万円

繰延税金資産又は繰延税金負債の純額 2,385百万円

関連当事者との取引に関する注記
子会社 （単位：百万円）

属性 会社等の名称 議決権等の所有（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 関 電 興 産 ㈱ 所有
直接100.0％

原材料の購入
役員の兼任 原材料の購入（注1） 6,017 買掛金 461

子会社 ㈱ 上 備 製 作 所 所有
直接 49.4％

設備の製作・
加工・修理
役員の兼任

化学工業用設備の製
作並びに加工・修理
（注1）

3,181
未 払 金 589

設備関係電子記録債務 1,917

子会社 関東電化KOREA㈱ 所有
直接100.0％

製品の販売
役員の兼任

精密化学品の販売
（注1） 9,358 売 掛 金 1,749

子会社 台 灣 關 東 電 化
股 份 有 限 公 司

所有
直接100.0％

製品の販売
役員の兼任

精密化学品の販売
（注1） 5,366 売 掛 金 2,377

子会社 関東電化ファイン
プロダクツ韓国㈱

所有
直接100.0％

債務保証
役員の兼任 債務保証（注2） 2,823 ― ―

子会社 宣 城 科 地 克 科 技
有 限 公 司

所有
直接 98.3％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付（注3） ―
関 係 会 社
短 期 貸 付 金 130
関 係 会 社
長 期 貸 付 金 6,538

利息の受取（注3） 204 その他流動資産 14

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
（注1）価格等の取引条件は、市場の実勢価格等を参考にして、その都度交渉の上で決定しております。
（注2）関東電化ファインプロダクツ韓国㈱の金融機関借入につき、債務保証を行っております。

なお、保証料については取引実勢に基づき合理的に決定しております。
（注3）市場利率を勘案した利率により貸付を行っております。
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収益認識に関する注記
連結注記表の「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 916円62銭
１株当たり当期純損失 △91円34銭

(注)１株当たり純資産額の算定上、株式給付信託が保有する当社株式を、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含め
ております。また、１株当たり当期純損失金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお
ります。
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